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検討してゆく。   


















































































































































































































































































































この事件では、同市条例 16 条１項１号40、17 条41、19 条42の各規定が不明確かつ広範囲





と、規制の対象が広範囲に及び、憲法 21 条 1 項及び 31 条との関係で問題があることは所
論のとおりである」と条例の文言の問題点を認めた43。しかしながら、「本条例 19 条が処
罰の対象としているのは，同 17 条の市長の中止・退去命令に違反する行為に限られる」
とし、本条例の目的規定である 1 条と本条例の委任規則である施行規則 3 条の各号44を条
                                                 
39 最大判平成19年９月18日刑集61巻6号601頁。 
40 16条 何人も、次に掲げる行為をしてはならない。 
（1) 公共の場所において、当該場所の所有者又は管理者の承諾又は許可を得ないで、公衆に不安又
は恐怖を覚えさせるようない集又は集会を行うこと。 





























































































































































しいと考えられる。   
 







































































































































































































































































































(１) 尊属殺重罰罪規定79  
 
この事件は、1907年に制定された刑法200条の規定が一般の殺人罪より重く、自














































































































































































































































































































































































                                                 
107 筆者の用語法上「狭義の法令違憲」に該当する。 
108 Id., at 796, see also New York State Club Ass’n v. City of New York, 487 U.S.1,11,108


























































































































































































































































































































































































































3) 文言上の部分違憲と意味上の部分違憲との関係  
 

















































































































































































芦部教授は、適用違憲の類型に関して以下のような三つを提示している。   
第一、法令の合憲限定解釈が不可能な場合168に、つまり、合憲的に解釈(適用)で
きる部分と違憲的適用の可能性のある部分が不可分である場合に、違憲的適用を











































































                                                 



























































































































































































































































189 新正幸前掲『憲法訴訟論』290頁参照。  
190 芦部教授も当初、処分違憲に関する定義として、「その解釈適用行為が違憲である」と述べ、
「処分」を同一視していたように思われる。芦部信喜前掲『憲法訴訟の現代的展開』49頁。 




























































































































































































































































































































































































                                                 
























がない場合である。すなわち、裁判所は直接、処分を違憲判断の対象とする。   
後者の場合を本論文では純粋な意味の処分違憲と呼ぶ。本節で論ずる処分違憲
                                                                                                                                               
 droit constitutionnel』(日本評論社、2013年)94頁。 
224 駒村圭吾前掲『憲法訴訟の現代的転回―憲法的論証を求めて』54-55頁。 
225 同旨のものとして、初宿正典ほか『憲法Case and Materials 憲法訴訟』(有斐閣、2012年)459頁
。 



































































































































































































































































250  憲法裁判所が司法機関なのか別の第4の機関なのかについては、김상겸「 헌법재판소의 문제점
과 개선방안」공법학연구제6권제１호(한국비교공법학회、2005年)136頁参照、최희수「헌법재





























                                                                                                                                               
にその意義がある。しかし、事前的違憲審査制は、国民が違憲の可否を主張し得ず、事後的違憲





していくべきかが重要だという見解がある。박규환「헌법재판의 담당기관에 관한 소고-독일제




































                                                 




































































































267 전광석「제헌의회의 헌법구상」연세대학교 법학연구15권4호(2005年)19頁。 
268 유진오に関する評価は、金日秀「법학교육자로서 현민」고려법학제48호(2007年)423-432頁参照
。 



















                                                 
270 兪鎭午『憲法起草回顧錰』(一潮閣、1980年)243頁。 
271 兪鎭午の置かれた憲法起草当時の务悪な状況に関しては、계희열「현민 유진오의 사상과 헌법
제정에서의 역할」고려법학(2008年)40頁参照、김광석「유진오와 대한민국 헌법」고려법학
(2007年)447頁参照、한상범「한국헌법Ⅰ-제헌과 민주화의 시련」공법연구17(1989年)87頁参照
、신용옥「대한민국 제헌헌법 기초 주체들의 헌법기초와 그 정치적 성격」고려법학제51호































                                                                                                                                               
員会を採択したという主張は、憲法起草に関する理解を誤ったものである。김형남「한국의 대
통령과 헌법재판의 관계」경성법학제15집제1호(2006年)93頁。 
276 남복현教授も現行憲法が憲法裁判機関を二元化することで、憲法解釈の統一性が確保できないと





















                                                 
277 同旨のものとして、憲法改正当時に大法院が自ら違憲法律審査権を持たないようにしたという分











































281 홍성방『헌법학』(현암사、2009年)375頁、김학성「헌법재판소법 제68조 제1항 위헌확인」강




























  上述の裁判訴願と関連しては、もうひとつ、憲法裁判所法 68条２項で違憲法
律審査型憲法訴願制度を設けているということに触れておかなければならない。





























                                                 
283 代表的なものとして、허영『헌법소송법론』(박영사、제6판、2011年)339頁。 
284 남복현前掲「헌법재판소와 대법원의 관할문제」169頁、남복현前掲「헌법재판관할권의 재설계









































                                                 
287 このような合憲的法律解釈による変型決定は、立法権者を保護する一つの重要な形態として位置
付けられているとの評価もある。Klaus Schlaich Das Bundesverfassungsgericht:Stellung,Ver
fahren,Entscheidungen (München:C.H. Beck’she Verlagsbuchhandlung,1985),S.184． 
１０８ 
 



























291 차동욱「위헌법률심사제도의 민주적 정당성에 대한 고찰-대의제 민주주의 하에서의 헌법재판
제도의 정당성」정부학연구(고려대학교 정부학연구소、2006年)183頁。 


























정형식에 관한 연구」조선대학교 박사학위논문(1996年)136頁参照。 





















[図 10 韓国の付随的違憲決定] 
 
 
憲法裁判所法第 75 条3015 項は、憲法訴願審判によって付随的に法令違憲とされ




301 第75条(認容決定) ① 憲法訴願の認容決定はすべて国家機関と地方自治団体を羈束する。 



















て、憲法第 12 条第 4 項に定められた弁護士の助力を受ける権利と内容(弁護士と
の自由な接見を含むこと)を明らかにするため、被請求人の公権力行使が違憲であ





法第 18 条第 3 項により、刑務官を同席させたことは、すでに説明したように身体
拘束をされた未決収容者に保障された弁護士の助力を受ける権利を侵害するもの
であって、行刑法 18 条 3l 項は憲法に違反する法律であり、被請求人の違憲的な
公権力行使は、正に以上のような違憲法律に起因するものと認めざるを得ないの
                                                                                                                                               
の条項に起因したものと認められるときは、認容決定により、該当法律、または、法律の条項が
違憲であることを宣告することができる。。 
⑥ 第 5 項の場合、及び、 第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願を認容する場合には、第 45 条、
及び、第 47条の規定を準用する。 
⑦ 第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願が認容された場合に、該当憲法訴願に関連した訴訟事件
が既に確定したときは、当事者は、再審を請求することができる。 
⑧ 第 7 項による再審において、刑事事件については、刑事訴訟法の規定を、その他の事件につい
ては、民事訴訟法を準用する。 
302 憲法裁判所1992.1.28,91憲マ111.  
１１２ 
 
で、憲法裁判所法第 75 条第 5 項によって行刑法第 62 条の準用規定の中で行刑法












士法第 10 條第 2 項についての違憲審判事件304がある。ここでは、「法第 10 条第 2
項は憲法第 11 条第１項、第 15 条、第 37 条第 2 項、第 39 条第 2 項にそれぞれ違
反し、他方、法第 10 条第 3 項は第 2 項が規定した地方法院に関する範囲を規定し
たものとして、法第 10 条第 2 項が憲法に違反すると認められる以上、独立して存
続する意味がないので憲法裁判所法第 45 条但書によって共に憲法に違反するもの
として認め、裁判官全員の意見一致により主文(弁護士法 1982.2.1.法律 第 3594






                                                 























                                                 
306 違憲の可否が主文ではなく理由において示される日本とは異なり、 韓国憲法裁判所の違憲決定
は主文の中で必ず示される。 






































                                                 
311 허영前掲『한국헌법론』868頁。 
312 이헌환「위헌결정의 방식에 관한 연구」사회과학연구(1993年)31頁、김학성「헌법재판소 결정
의 주문유형에 관한 연구」강원법학제１2권(2000年)141頁参照。 



























































                                                 
320 허영前掲『헌법소송론』245頁。 大法院も限定合憲決定は、変型決定の一種類としてみて、違憲
判断として認めない。 
321 손상식「한정합헌결정과 한정위헌결정에 관한 소고」헌법학연구제１8권제3호(한국헌법학회、
2012年) 465、470頁。 
























                                                 





































                                                 
328 김학성前掲「한정합헌결정 및 한정위헌결정의 주문유형에 대한 비판적 연구」315-316頁。 
329 최희수「헌법재판소 한정합헌·한정위헌 결정의 구속력」고려법학제61호(2011年)199頁。 











した軍事機密保護法第 6 条等の違憲審判事件では、「軍事機密保護法(1972 年 12
















                                                 
332 신평「헌법재판소의 변형결정에 대한 비판적 검토」헌법학연구제１4권제１호(한국헌법학회、




























                                                 



















第一の考慮要素と関連して、 憲法裁判所は、報勳基金法附則第 5 条、及び、韓










































                                                 
341 憲法裁判所1992.2.25,89憲カ104． 
342 同旨のものとして、손상식「한정합헌결정과 한정위헌결정에 관한 소고」헌법학연구제１8권제
3호 (한국헌법학회、2012年)480頁。 




























































































                                                 



























































































                                                 




















                                                 































































































                                                                                                                                               
は適用においての法令の解釈が中心となった概念である。 























                                                 
372 권영성前掲『헌법학원론』1156頁。 
373 권영성前掲『헌법학원론』1156頁 。 
374 이동흡「토지초과이득세법에 대한 헌법불합치결정에 헌법불합치결정에 대한 헌법소송적 고찰」
한국공법학제46회(월례발표회、1994.9.23) 
375 허영前掲『한국헌법론』870頁。 





















                                                 
380 憲法不合致決定において最も問題となるのが、正にこの点での濫用・乱発問題である。 




















































결정과 개선입법의 현실적 문제에 관한 비판적 검토」공법학연구제１4권제4호(2013年)116頁
。 
385 同旨のものとして、송영훈前掲「위헌법률심판과 결정형식에 관한 연구」204頁。 


























                                                 
387 憲法裁判所1993.3.11,88憲マ5 

















































                                                 




























































































































































                                                 
406 憲法裁判所1995.11.30,91憲バ1等. 
407 이인호、오수정前掲「헌법불합치결정에 따른 입법개선의무의 이행현황 분석과 비판」중앙법
학제１2집제１호(중앙법학회,2010年)52頁参照。 





















                                                 
409 このような趣旨の内容は様々な文献で確認できるが、例えば、 신평前掲「헌법재판소의 변형결






관한 연구-그 사유와 효력을 중심으로」(이화여자대학교 박사학위논문、2012年)37頁。 
























                                                 










418 同旨のものとして、이인호、오수정前掲「헌법불합치결정에 따른 입법개선의무의 이행현황 분
석과 비판」46頁。 






























                                                 
422 오승철前掲『헌법소송이야기』191頁。 
423 部分違憲の主文に関しては、第五章の第四節で論ずることにする。 
424 このような見解としては、한수웅「헌법불합치결정의 헌법적 근거와 효력(독일에서의 판례와 
이론을 중심으로)」헌법논총제6집(헌법재판소、1995年)504頁。 
425 이명웅「헌법불합치결정의 사유 및 효력」헌법논총제20집(헌법재판소、2009年)384-385頁。 






















                                                 
427 憲法裁判所1999.5.27,98憲バ70． 
428 憲法裁判所2001.11.29,99憲マ494. 

































象 432となる 433。  憲法裁判所は、法務士法施行規則に関する憲法訴願事件 434で、



































































                                                 
437 이인호、오수정前掲「헌법불합치결정에 따른 입법개선의무의 이행현황 분석과 비판」54-55頁
。 
438 憲法裁判所2000.1.27,96憲バ95．大法院2006.3.9,2003ダ(다)52647． 
439 이인호、오수정前掲「헌법불합치결정에 따른 입법개선의무의 이행현황 분석과 비판」5４頁。 




























                                                 
441 同旨のものとして 「不合致決定の特性を無視し、不合致宣言された法律の継続適用を原則的に
不許可としながら、例外的にこれを許容していることには問題がある」との見解がある。김학성





期間443 決定類型 決定数 設定時限経過数 
第１期 
適用中止 0 0 
暫定適用 1(4) 2(3) 
第2期 
適用中止 4(5) 2(2) 
暫定適用 3(4) 1(1) 
第3期 
適用中止 2(5) 0(0) 
暫定適用 8(10) 2(2) 
第4期 
適用中止 2(2) 0(0) 




                                                 




























                                                 
444 同旨のものとして「憲法不合致決定は、例外的な場合に行われるべきであるにもかかわらず、立
法者の立法形成権尊重等を理由に乱発される」との批判がある。지성수前掲『헌법불합치결정에 






憲法裁判所の期間 憲法不合致決定数 法律条項数 
第1期(1988-1994) 4 5 
第2期(1994-2000) 13 16 
第3期(2000-2006) 26 34 
第4期(2006-2012) 22 38 











                                                 
446 図14、参照。 























































































































































































                                                 
453 憲法裁判所1990.10.15,89憲マ178決定. 

























                                                 
455 ドイツの連邦憲法裁判所も「違憲決定と憲法不合致決定は、その効果においては違いがない」と
している。 BVerfGE 37、217、261。 
456 신평前掲「헌법재판소의 변형결정에 대한 비판적 검토」260頁、이준일「대법원과 헌법재판소

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                 
494 駒村圭吾前掲「憲法判断の方法」60頁参照。 
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最大判平成 14年９月 11日 民集 56巻７号 
最大判平成 17年９月 14日 民集 59巻 7号 
最大判平成 19年９月 18日 刑集 61巻 6号 
最大判平成 20年 6月 4日 民集 62巻 6号 
最大判平成 22年 1月 20日 民集 64卷 1号 
最大判平成 24年 12月 7日 刑集 66巻 12号 
最大判平成 25年 9月 4日 民集 67巻 6号 
福岡高裁昭和 30年 9月 21日 刑集 16巻 11号 
東京高裁昭和 46年 9月 19日 刑集 24巻 8-9号 
福岡地小倉支判昭和 30年 4月 25日 刑集 16巻 11号 
東京地裁昭和 42年 5月 10日 刑集 9巻 5号 
２２０ 
 
旭川地裁昭和 43年 3月 25日 刑集 10巻 3号 
東京地裁昭和 45年 7月 17日 刑集 21巻 7号別冊 
東京地裁昭和 46年 11月 1日 刑集 22-11＝12 





憲法裁判所 1989.1.25 88憲カ 7 決定 
憲法裁判所 1989.3.17 88憲マ 1決定 
憲法裁判所 1989.7.21  89憲マ 38 決定 
憲法裁判所 1989.9.8  88憲カ 6決定 
憲法裁判所 1989.11.20  89憲カ 102決定 
憲法裁判所 1989.12.22 88憲カ 13決定、 
憲法裁判所 1990.4.2 89憲カ 113 決定 
憲法裁判所 1990.6.25 90憲カ 11決定 
憲法裁判所 1990.8.27 89憲カ 118 決定 
憲法裁判所 1990.9.3  89憲カ 95 決定  
憲法裁判所 1990.10.15  89憲マ 178決定 
憲法裁判所 1991.4.1  89憲マ 160決定 
憲法裁判所 1991.5.13  89憲カ 97決定, 
憲法裁判所 1992.1.28 91憲マ 111 決定   
憲法裁判所 1992.2.25 89憲カ 104 決定 
憲法裁判所 1992.6.26  90憲カ 23決定 
憲法裁判所 1993.3.11  88憲マ 5決定 
憲法裁判所 1993.5.13 90憲バ 22決定 
憲法裁判所 1994.4.28  92憲カ 3決定 
憲法裁判所 1994.6.30 92憲バ 23決定 
憲法裁判所 1994.7.29  92憲バ 49 決定 
憲法裁判所 1994.8.31  91憲カ 1 決定 
憲法裁判所 1999.5.27  98憲バ 70決定 
憲法裁判所 1995.7.21 92憲マ 144 決定 
２２１ 
 
憲法裁判所 1995.11.30  91憲バ 1等決定  
憲法裁判所 1997.3.27  95憲カ 14 決定  
憲法裁判所 1997.7.16  95憲カ 6決定 
憲法裁判所 1997.12.24 96憲マ 172 決定  
憲法裁判所 1998.9.8  88憲カ 6 決定 
憲法裁判所 1999.10.21  96憲マ 61決定 
憲法裁判所 2000.1.27  96憲バ 95決定 
憲法裁判所 2000.8.31  97憲カ 12決定 
憲法裁判所 2001.2.22  2000憲マ 25 決定 
憲法裁判所 2001.4.26  2000憲バ 59決定 
憲法裁判所 2001.5.31  99憲カ 18等 決定 
憲法裁判所 2001.6.28  99憲マ 516決定 
憲法裁判所 2001.9.27  2000憲マ 208決定 
憲法裁判所 2001.11.29  99憲マ 494決定 
憲法裁判所 2002.6.27  2000憲カ 10 決定  
憲法裁判所 2002.7.18  2000憲バ 57決定 
憲法裁判所 2003.2.27  2000憲バ 26 決定  
憲法裁判所 2003.12.18  2002憲バ 14 決定 
憲法裁判所 2004.5.27  2003憲カ 1等 決定  
憲法裁判所 2006.5.25  2005憲カ 17等 決定 
憲法裁判所 2007.3.29  2005憲バ 33 決定 
憲法裁判所 2007.5.31  2005憲マ 1139 決定  
憲法裁判所 2007.6.28  2004憲マ 643 決定 
憲法裁判所 2007.8.30  2004憲カ 25 決定  
憲法裁判所 2008.5.29  2006憲バ 5 決定,  
憲法裁判所 2008.11.27  2006憲マ 772等 決定 
憲法裁判所 2009.3.26  2007憲カ 22等 決定 
憲法裁判所 2009.4.30  2007憲カ 8等 決定 
憲法裁判所 2009.6.25  2008憲マ 413決定 
憲法裁判所 2009.9.24  2007憲バ 87決定 
憲法裁判所 2010.6.24  2008憲バ 128決定 
憲法裁判所 2010.7.29  2008憲カ 28 決定 
２２２ 
 
憲法裁判所 2012.2.23  2010憲マ 601決定 
憲法裁判所 2012.5.31 2010憲マ 278決定 
憲法裁判所 2013.8.29  2011憲マ 122決定 
憲法裁判所 201310.24  2011憲マ 724決定 
憲法裁判所 2014.1.28  2012憲マ 409決定 
憲法裁判所 2014.3.27  2010憲カ 2,2012憲カ 13(병합)決定. 
 
大法院 1996.4.9  95ヌ(누)11405、 
大法院 2001.4.27  95ゼダ(재누)14、 

























































































                                                 
540 김철수によれば、その当時、違憲法律審判担当機関に対する論争があったが、政府が法律の違憲
審査の活性化を恐れて、アメリカ型審査制度を導入することになったと指摘する。김철수、「헌












































                                                 
















第 2 条（管掌事項）憲法裁判所は、次の事項を管掌する。  
 1．裁判所の提請による法律の違憲審判  
 2．弾劾の審判  
 3．政党の解散審判  
 4．国家機関相互間、国家機関及び地方自治団体間及び地方自治団体相互間の権
限争議に関する審判  
 5．憲法訴願に関する審判  
 





第 5 条（裁判官の資格）①裁判官は、15 年以上次の各号の一に該当する職にあっ
た 40 歳以上の者の中から任命する。ただし、次の各号中二以上の職にあった者の
在職期間は、これを通算する。  









 1．他の法令により公務員として任用することができない者  
 2．禁錮以上の刑の宣告を受けた者  
 3．弾劾により罷免された後 5 年を経過しない者  
  
第 6 条（裁判官の任命）①裁判官は、大統領が任命する。この場合、裁判官の内 3










集会が開始された後 30 日以内に後任者を選出しなければならない。  
 








 1．弾劾決定がなされた場合  
















②第 1 項の経費中には、予備金を置く。  
  
第 2 章 組織  
  














 1．国会又は地方議会の議員の職  








②裁判官会議は、裁判官 7 人以上の出席及び出席人員過半数の賛成で議決する。  
③議長は、議決において表決権を持つ。  
④次の各号の事項は、裁判官会議の議決を経なければならない。  
 1．憲法裁判所規則の制定及び改正、第 10 条の 2 による立法意見の提出に関す
る事項 
 2．予算要求、予備金支出及び決算に関する事項  





























③室長は、1 級又は 2 級、局長は、2 級又は 3 級、審議官及び担当官は、2 級から
4 級まで、課長は、3 級又は 4 級の一般職国家公務員で補する。但し、担当官中 1














 1．判事・検事又は弁護士の資格がある者  
 2．公認された大学の法律学助教授以上の職にあった者  
 3．国会・政府又は裁判所等国家機関において 4 級以上の公務員であって 5 年以
上法律に関する事務に従事した者  
 4．法律学に関する博士学位を持つ者であって国会、政府、裁判所又は憲法裁判
所等国家機関において 5 年以上法律に関する事務に従事した者  
 5．法律学に関する博士学位を持つ者であって憲法裁判規則で定める大学等公認
された研究機関において 5 年以上法律に関する事務に従事した者 
⑤削除(2003・3・12) 
⑥次の各号の一に該当する者は、憲法研究官として任用することができない。  
 1. 「国家公務員法」第 33 条各号の一つに該当する者  
 2．禁錮以上の刑の宣告を受けた者  



























第 19 条の 3（憲法研究委員）①憲法裁判所に憲法研究委員をおくことができる。
憲法研究委員は事件の審理及び審判に関する専門的な調査・研究に従事する。  
②憲法研究委員は、3 年以内の範囲で期間を定めて任命する。  
③憲法研究委員は、2 級又は 3 級相当の別定職公務員、あるいは、「国家公務員法」
第 26 条の 5 による任期制公務員とし、その職制及び資格等に関しては憲法裁判所
規則で定める。  
 
第 19 条の 4（憲法裁判研究院）①憲法及び憲法裁判研究と憲法研究官、事務処公
務員等の教育のために憲法裁判所に憲法裁判研究院を置く。  
②憲法裁判研究院の定員は院長 1 名を含め 40 名以内とし、院長は憲法研究官又は






第 20 条（憲法裁判所長秘書室等）①憲法裁判所に憲法裁判所長秘書室を置く。  





⑤裁判官秘書官は、4 級の一般職国家公務員又は 4 級相当の別定職国家公務員で補
し、裁判官の命を受けて機密に関する事務を管掌する。  
  

























 1．裁判官が当事者であり、又は当事者の配偶者又は配偶者であった場合  
 2．裁判官及び当事者間に親族・戸主・家族の関係があり、又はこのような関係
があった場合  
 3．裁判官が事件に関して証言又は鑑定をする場合  







④当事者は、同じ事件に対して 2 人以上の裁判官を忌避することができない。  
⑤裁判官は、第 1 項又は第 3 項の事由があるときは、裁判長の許可を得て回避す
ることができる。  
⑥当事者の除斥及び忌避申請に関する審判には、民事訴訟法第 44 条、第 45 条、


























②第 1 項の規定による補正書面に関しては第 27 条第 1 項を準用する。  
③第 1 項の規定による補正があるときは、始めから適法な審判請求があったもの
とみなす。 





















 1．当事者又は証人を訊問すること  
 2．当事者又は関係人が所持する文書・帳簿・物その他証拠資料の提出を要求し
てこれを領置すること  
 3．特別な学識及び経験を有する者に鑑定を命ずること  
 4．必要な物・人・場所その他事物の性状又は状況を検証すること  






















から第 63 条までの規定を準用する。  
  
第 36 条（終局決定）①裁判部が審理を終えたときは、終局決定をする。  
②終局決定をするときは、次の事項を記載した決定書を作成して審判に関与した
裁判官全員がこれに署名・捺印しなければならない。  
 1．事件番号及び事件名  
 2．当事者及び審判遂行者又は代理人の表示  
 3．主文  






















































第 4 章 特別審判手続 
  






②第 1 項の当事者の申請は、第 43 条第 2 号から第 4 号までの事項を記載した書面
によらなければならない。  













②第 1 項本文の規定による裁判停止期間は、「刑事訴訟法」第 92 条第 1 項・第 2





 1．提請法院の表示  
 2．事件及び当事者の表示  
 3．違憲であると解釈される法律又は法律の条項  
 4．違憲であると解釈される理由  






















④第 3 項の再審に対しては、「刑事訴訟法」の規定を準用する。  
  





 1．大統領、国務総理、国務委員及び行政各部の長  
 2．憲法裁判所裁判官、裁判官及び中央選挙管理委員会委員  
 3．監査院長及び監査委員  






































 1．解散を要求する政党の表示  





























第 62 条（権限争議審判の種類）①権限争議審判の種類は、次の通りである。  
 1．国家機関相互間の権限争議審判、国会、政府、裁判所及び中央選挙管理委員
会相互間の権限争議審判  
 2．国家機関及び地方自治団体間の権限争議審判  
 イ 政府及び特別市・広域市又は道間の権限争議審判  




 3．地方自治団体相互間の権限争議審判  
 イ 特別市・広域市又は道相互間の権限争議審判  
 ロ 市・郡又は自治区相互間の権限争議審判  
 ハ 特別市・広域市又は道及び市・郡又は自治区間の権限争議審判  
②権限争議が「地方教育自治に関する法律」第 2 条の規定による教育・学芸に関
する地方自治団体の事務に関するものであったときは、教育監が第 1 項第 2 号及
び第 3 号の当事者となる。  
  
第 63 条（請求期間）①権限争議の審判は、その理由があることを知った日から 60
日以内に、その理由があった日から 180 日以内に請求しなければならない。  




 1．請求人及び請求人が所属した期間及び審判遂行者又は代理人の表示  
 2．被請求機関の表示  
 3．審判対象となる被請求機関の処分又は不作為  
 4．請求の理由  































第 69 条（請求期間）①第 68 条第 1 項の規定による憲法訴願の審判は、その理由
があることを知った日から 90 日以内に、その理由があった日から 1 年以内に請求
しなければならない。ただし、他の法律による救済手続を経た憲法訴願の審判は、
その最終決定の通知を受けた日から 30 日以内に請求しなければならない。  
②第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願審判は、違憲法律審判の提請申請が棄却さ
























第 71 条（請求書の記載事項）①第 68 条第 1 項の規定による憲法訴願の審判請求
書には、次の事項を記載しなければならない。  
 1．請求人及び代理人の表示  
 2．侵害された権利  
 3．侵害の原因となる公権力の行使又は不行使  
 4．請求理由 
 5．その他必要な事項  
②第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願の審判請求書の記載事項に関しては、第














 2．第 69 条の規定による請求期間が経過した後憲法訴願審判が請求された場合  





求後 30 日が経過する時まで却下決定がないときは、審判に回附する決定（以下 "
審判回附決定"という）があるものとみなす。  






及び被請求人にその事実を通知しなければならない。第 72 条第 4 項後段の場合に
もまた同じである。  





 1．法務部長官  






②第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願が裁判部に審判回附されたときは、第 27














⑥第 5 項の場合及び第 68 条第 2 項の規定による憲法訴願を認容する場合には、第
45 条及び第 47 条の規定を準用する。  



























政府法」第 2 条第 6 号による行政電子署名 (以下行政電子署名という )をしなければ
ならない。 






















第 6 章 罰則  
 






 3．憲法裁判所の調査又は検査を正当な事由なく拒否・妨害又は忌避した者  
 






































































































この規則は、公布の日から、これを施行する。   
附則(昭和二八年一月一九日最高裁判所規則第一号) 
この規則は、公布の日から施行する。 
附則(昭和四〇年三月三一日最高裁判所規則第五号) 
この規則は、昭和四十年四月一日から施行する。 
 
 
